
◎平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック

競技大会特別措置法等の一部を改正する法律 
（令和二年一二月四日法律第六八号）   

一、 提案理由（令和二年一一月一三日・衆議院文部科学委員会） 

○橋本国務大臣 このたび政府から提出いたしました平成三十二年東京オリンピック競

技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法等の一部を改正する法律案について、

その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 本年三月、新型コロナウイルス感染症の状況等を勘案して、東京オリンピック競技大

会・東京パラリンピック競技大会の開催を令和三年に延期することが決定されました。 

 これまで、政府といたしましては、大会の円滑な準備及び運営に資するため、平成三

十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法による大会

推進本部の設置、国民の祝日に関する特例措置等や、地方税法及び租税特別措置法によ

る特例措置等を講じてまいりました。 

 今回の法律案は、大会の延期に伴い、これらの特例措置の延長等を講じようとするも

のであり、その内容の概要は、次のとおりであります。 

 第一に、平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別

措置法の題名を、令和三年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特

別措置法とすることとしております。 

 第二に、大会推進本部の設置期限を一年延長することとしております。 

 第三に、令和三年の国民の祝日について、海の日を七月の第三月曜日から七月二十二

日と、山の日を八月十一日から八月八日と、スポーツの日を十月の第二月曜日から七月

二十三日とすることとしております。 

 第四に、地方税法の一部を改正し、法人住民税及び法人事業税の特例措置の適用期限

を一年延長することとしております。 

 第五に、租税特別措置法の一部を改正し、所得税及び法人税の特例措置の適用期限を

一年延長することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

 以上です。 

二、衆議院文部科学委員長報告（令和二年一一月一九日） 

○左藤章君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の開催を令和三年

に延期することに伴い、東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進

本部の設置期限を延長し、同年における国民の祝日に関する法律の特例を定めるととも

に、外国の大会関係者等の非課税措置を延長する等の措置を講ずるものであります。 



 本案は、第二百一回国会に提出され、継続審査となっていたものであり、今国会にお

いては、去る十一月十三日橋本国務大臣から趣旨の説明を聴取した後、十八日、質疑を

行い、討論、採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年一一月一八日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 政府は、本法の施行による令和三年の国民の祝日の移動について、国民の各界各層

に周知徹底し、国民生活及び経済社会活動に混乱を生ずることのないよう万全を期す

こと。 

二 東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会（以下「本大会」とい

う。）の準備及び運営に当たっては新型コロナウイルス感染症対策が重要な課題とな

ることから、政府は、東京都及び東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委

員会（以下「大会組織委員会」という。）等と連携し、感染防止対策の徹底、検査・

医療体制の充実等を図ること。 

三 本大会の延期及び新型コロナウイルス感染症対策に伴い追加的な経費が必要になる

ことが見込まれることから、政府、東京都及び大会組織委員会は、可能な限り本大会

の開催に要する経費の抑制を図るとともに、追加的経費を含めた総経費の内訳や分担

について適切に情報を公開し、丁寧な説明に努めること。 

四 本大会の延期及び新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受けているオ

リンピック・パラリンピックの競技団体を支援するため、政府は、関係機関と連携し、

迅速な相談対応及び情報共有を行うとともに、新しい生活様式における強化活動及び

感染症対策に資する方策を検討すること。特に、パラアスリートがスポーツを安全・

安心に実施できるよう、介助者を含め、適切な新型コロナウイルス感染症対策が講じ

られるよう支援すること。 

五 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、全国の地方公共団体と本大会

の参加国・地域との直接的な交流が困難となっている中でも、本大会の開催が地域活

性化、観光振興等に資するよう、政府全体として、関係する地方公共団体に対し、感

染症対策も含め必要な支援を行うこと。 

三、参議院文教科学委員長報告（令和二年一一月二七日） 

○太田房江君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を令和三年に延期す

ることに伴い、大会推進本部の設置期限を延長し、令和三年における国民の祝日に関す

る法律の特例を定めるとともに、所得税、法人税及び法人住民税等の特例措置の適用期



限を延長する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、大会に向けた新型コロナウイルス感染症対策の検討状況、大

会延期に伴う追加費用と負担の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会

議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の山添委員、れいわ新選組の舩

後委員より、それぞれ反対の意見が述べられました。 

 討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年一一月二六日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、政府は、本法の施行による令和三年の国民の祝日の移動について、国民の各界各層

に周知徹底し、国民生活及び経済社会活動に混乱を生ずることのないよう万全を期す

こと。 

二、東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会（以下「本大会」とい

う。）の準備及び運営に当たっては新型コロナウイルス感染症対策が重要な課題とな

ることから、政府は、東京都及び東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委

員会（以下「大会組織委員会」という。）等と連携し、感染防止対策の徹底、検査・

医療体制の充実等を図ること。 

三、本大会の延期及び新型コロナウイルス感染症対策に伴い追加的な経費が必要になる

ことが見込まれることから、政府、東京都及び大会組織委員会は、可能な限り本大会

の開催に要する経費の抑制を図るとともに、追加的経費を含めた総経費の内訳や分担

について適切に情報を公開し、丁寧な説明に努めること。 

四、本大会の延期及び新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受けているオ

リンピック・パラリンピックの競技団体を支援するため、政府は、関係機関と連携し、

迅速な相談対応及び情報共有を行うとともに、新しい生活様式における強化活動及び

感染症対策に資する方策を検討すること。特に、パラアスリートがスポーツを安全・

安心に実施できるよう、介助者を含め、適切な新型コロナウイルス感染症対策が講じ

られるよう支援すること。 

五、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、全国の地方公共団体と本大会

の参加国・地域との直接的な交流が困難となっている中でも、本大会の開催が地域活

性化、観光振興等に資するよう、政府全体として、関係する地方公共団体に対し、感

染症対策も含め必要な支援を行うこと。 

  右決議する。 


